
- 1 -

様式第３号

沖縄県土木建築部公告北土第24号

簡易公募型総合評価落札方式（簡易型）に係る手続開始の公告

地方自治法（昭和22年法律第67号）第234条第１項の規定により、次のとおり入札の手続きを開

始します。

平成31年2月15日

北部土木事務所長 多嘉良 斉

１ 業務概要

(1) 業 務 名 河川工事現場技術業務委託(H30-4)

(2) 履行場所 北部土木事務所管内

(3) 業務内容 ア 現場技術業務 5.0ヵ月

イ 対象工事 2件予定

汀間川改修工事（H31-1) ※仮称

満名川改修工事（H31-1） ※仮称

(4) 履行期間 平成31年 4月1日（予定）から平成31年8月30日まで

(5) 本業務は、受注者を特定する場合において、一定の条件を満たす者を公募により選定し、当該業務に

係る実施体制、実施方針に関する提案書（以下「技術提案書」という。）の提出を求め、技術提案書の

内容と入札価格が業務の履行に最も適した者を受注者とする総合評価落札方式の試行業務である。

(6) 本業務は、県議会における繰越承認を前提とした事前準備手続きであり、議会承認後に効力を生じる

事業である。

従って、本業務に係る予算の繰越承認が否決された場合は、延期又は中止することがある。

(7) 取り抜け案件

港湾海岸現場技術業務委託（H30）または海岸砂防工事現場技術業務委託(H30-2)もしくは河川工事現

場技術業務委託（H30-3）を落札した業者は、本委託業務を落札することはできない。

２ 入札参加資格

入札に参加しようとする者は、次に掲げる資格等を満たしていること。

(1) 参加者に共通して求める要件

ア 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当していないこと。

イ 沖縄県の平成29・30年度測量及び建設コンサルタント等業務入札参加登録に係る参加表明書を提出

し、業種区分：土木関係コンサルタント（沖縄県）の『河川・砂防及び海岸・海洋』及び『施工計画、

施工設備及び積算』に登録された者。

ウ 会社更生法（平成14年法律第154号）に基づく更生手続開始の申立てをした者にあっては更生計画

の認可がされていない者又は民事再生法（平成11年法律第225号）に基づく再生手続開始の申立てを

した者にあっては再生計画の認可がなされていない者ではないこと（上記イの再認定を受けた者を除

く。）。

エ 参加表明書等の提 出期限の最終日から落札決定日までの期間において、沖縄県の工事等契約に係

る指名停止等の措置要領に基づく指名停止がなされていないこと。

オ 入札に参加しようとする者の間に資本関係又は人的関係がないこと（資本関係又は人的関係がある

者のすべてが共同企業体の代表者以外の構成員である場合は除く）

カ 警察当局から、暴力団員が実質的に支配する業者又はこれに準じるものとして、沖縄県土木建築部

発注業務委託等からの排除要請があり、当該状況が継続している者でないこと。

キ 沖縄県内に、主たる営業所があること。

(2) 実績及び管理技術者等の要件
ア 企業に関する要件










